
継続的評価分析支援事業に係る   

これまでの経緯等について   



予防給付及び地域支援事業の評価について  
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介護予防の有効性の評価について  

○ 介護予防（新予防給付・特定高齢者施策）の効果の分析については、継続的評価分析支援   
事業の実施市町村（83市町村）における詳細なデータを基に、厚生労働省が継続的評価分   

析等事業において行うこととしている。  

○ 本事業においては、①介護予防サービスを受けた高齢者の心身の状態や活動状況の変化   

の分析及び②介護予防の費用に対する効果の分析を行うこととしている。  

継続的評価分析支援事業   

報告対象   〈予防給付〉〈特定高齢者施策〉   

報告内容   高齢者の心身の状態や活動状況等のデータ   

継続的評価分析等事業   

分析対象   〈予防給付〉〈特定高齢者施策〉   

分析内容   ○心身の状態や活動状況の変化の分析  

○費用に対する効果の分析   

分析データ   継続的評価分析支援事業の実施市町村からの  

高齢者の心身の状態や活動状況等のデータ   

分析   介言葉予防継続的評価分析等検討会において実施   

活用データ   既存の各種データ（介護給付費実態調査等）   
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継続的評価分析支援事業のスケジュールについて  

：追加市町村は、継続的評価分析等事業の結果が平均的なものとな  

；るよう、以下のような市町村を優先的に選定  
：①基本チェックリスト実施率が高い  

：②特定高齢者候補者率及び特定高齢者率が高い  

：③通所型介護予防事業及び訪問型介護予防事業への参加割合が  
；低い  

：④65歳以上の高齢者に占める介護予防サービスの受給率が低い  
l  
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8市町村追加、その後1市辞退  
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「要介護度が悪化した者の発生率」を用いた介護予防サービスの効果分析の結果について  

（平成20年5月28日 第4回検討会概要）  

施策導Å前  施策導Å後  
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悪化人数  

空聖：，  
対象者1，000人に対して 

導入前の悪化人数に対して   

1，000人を1年間追跡（12，M人月）した場合、以下の結果となり∴十護予防効果モ、く認£定、ケ∵二。  

酎ニル群の悪化人数（389人）に対して40％（155人）減少した。  
※性・年齢調整を実施  
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1，000人を1年間追跡（12，000人月）した場合、以下の結果となり、介護予防効果が認められ㌧（※）。  

旧基準では、剋＿象畳⊥000人に対して1．9％（19人）減少し、コントロール群の悪化人数（101人）に対し三幽旦人）減少した∩  

新基準では、対象者1，000人に対して0．64％（6人）減少し、コントロール群の悪化人数（56人出主対立て11．4％（6人）減少した。  

※統計学的有意差は認められなかった  
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今回の分析と次回（取りまとめ）の分析との関係について  

上端 
塞 トヰヒ㌧  

N   




